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(1）運用状況 （％表示は対前期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
2026年7月期 1,655 3.6 1,105 △5.5 840 11.1 839 11.2
2026年1月期 1,597 - 1,169 - 756 - 754 -

１口当たり
当期純利益

自 己 資 本
当期純利益率

総 資 産
経常利益率

営 業 収 益
経常利益率

円 ％ ％ ％
2026年7月期 2,921 2.9 1.6 50.7
2026年1月期 4,626 5.9 3.2 47.3

１口当たり分
配金（利益超
過分配金は含

まない）

分配金総額
（利益超過分
配金は含ま
ない）

１口当たり
利益超過分配

金

利益超過
分配金総額

１口当たり
分配金（利
益超過分配
を含む）

分配金総額
（利益超過
分配金を含

む）

配当
性向

純資産
配当率

円 百万円 円 百万円 円 百万円 ％ ％
2026年7月期 2,921 839 224 64 3,145 903 100.0 5.9
2026年1月期 2,626 754 352 101 2,978 855 100.0 5.3

(3）財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １口当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円
2026年7月期 51,349 28,468 55.4 99,089
2026年1月期 54,078 28,484 52.7 99,146

営 業 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー

投 資 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー

財 務 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円
2026年7月期 3,308 △77 △3,287 1,641
2026年1月期 △1,156 △49,839 52,693 1,697

１．2026年7月期の運用、資産の状況（2026年2月1日～2026年7月31日）

（注1）霞ヶ関ホテルリート投資法人（以下「本投資法人」といいます。）における2026年1月期の計算期間は2025年4月1日から2026年1月31日ま

での306日間ですが、実質的な資産運用期間の日数は、新規物件の取得日である2025年8月14日からの171日間となります。

（注2）2026年1月期においては、1口当たり当期純利益は当期純利益を日数加重平均投資口数（163,123口）で除することにより算定しています。

また、実際に運用を開始した日である2025年8月14日時点を期首とみなして、日数加重平均投資口数（160,550口）により算出した1口当た

り当期純利益は4,700円です。

(2）分配状況

（注1）配当性向については、期中に新投資口の発行を行ったことにより、期中の投資口数に変動が生じているため、次の算式により計算し、小

数第2位を四捨五入して表示しています。

配当性向＝分配金総額（利益超過分配金は含まない）/当期純利益×100

（注2）2026年7月期における利益超過分配金総額は、全額、税法上の出資金等減少分配に該当する出資の払戻しです。

（注3）2026年7月期における利益超過分配（税法上の出資等減少分配に該当する出資の払戻し）を行ったことによる減少剰余金等割合は0.003で

す。なお、減少剰余金等の計算は、法人税法施行令（昭和40年政令第97号。その後の改正を含みます。）第23条第1項第5号に基づいて行

っています。

(4）キャッシュ・フローの状況



（％表示は対前期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益

１口当たり
分配金

（利益超過
分配金は
含まな
い）

１口当たり
利益超過分

配金

1口当たり
分配金（利
益超過分配
金を含む）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 円 円
2027年1月期 1,738 5.0 1,182 7.0 925 10.2 924 10.2 3,218 225 3,443
2027年7月期 1,688 △2.9 1,122 △5.1 846 △8.6 845 △8.6 2,942 225 3,167

①　期末発行済投資口の総口数（自己投資口を含む） 2026年7月期 287,300口 2026年1月期 287,300口

②　期末自己投資口数 2026年7月期 0口 2026年1月期 0口

２．2027年1月期の運用状況の予想（2026年8月1日～2027年1月31日）及び2027年7月期の運用状況の予想（2027年2月1日

～2027年7月31日）

（参考）１口当たり予想当期純利益（2027年1月期）3,218円、１口当たり予想当期純利益（2027年7月期）2,942円

※　その他

(1）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①　会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ：無

②　①以外の会計方針の変更               ：無

③　会計上の見積りの変更                 ：無

④　修正再表示                           ：無

(2）発行済投資口の総口数

（注）１口当たり当期純利益の算定の基礎となる投資口数については、22ページ「１口当たり情報に関する注記」を

ご覧ください。

※　決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です。

※　運用状況の予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている運用状況の見通し等の将来に関する記述は、本投資法人が現在入手している情報及び合理的

であると判断する一定の前提に基づいており、実際の運用状況等は様々な要因により大きく異なる可能性がありま

す。また、本予想は分配金の額を保証するものではありません。運用状況の予想の前提となる仮定及び運用状況の予

想のご利用にあたっての注意事項等については、5ページ「2027年1月期（2026年8月1日～2027年1月31日）及び2027

年7月期（2027年2月1日～2027年7月31日）の運用状況の予想の前提条件」をご覧ください。

以 上
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1．運用状況

（1）運用状況

（当期の概況）

①　投資法人の主な経緯

本投資法人は、投資信託及び投資法人に関する法律（昭和26年法律第198号。その後の改正を含みます。以

下「投信法」といいます。）に基づき、霞ヶ関リートアドバイザーズ株式会社（以下「本資産運用会社」とい

います。）を設立企画人として、2025年4月1日に出資金160百万円（1,600口）で設立され、2025年4月24日に

投信法第187条に基づく関東財務局への登録が完了しました（登録番号　関東財務局長　第176号）。

その後、本投資法人は、2025年8月12日を払込期日として公募による新投資口（285,700口）の発行を実施

し、2025年8月13日に株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」といいます。）不動産投資信託証券

市場に上場しました（銘柄コード401A）。これらの結果、当期末日（2026年7月31日）現在における発行済投

資口の総口数は、287,300口となっています。なお、上場日翌日の2025年8月14日に新規物件を取得し、運用物

件数は15物件、取得価格合計は49,210百万円となっています。

当期は、新規物件の取得または譲渡、投資口の追加発行はありません。

②　運用環境

当期（2026年7月期）における我が国の経済は、中東情勢の影響もあり一部に弱めの動きもみられますが、

グローバルなAI関連需要の増加などを背景に緩やかに回復しています。個人消費も株価上昇に伴う資産効果に

よる高額品の販売好調など、底堅く推移しています。

国内の宿泊マーケットについては、日本政府観光局（JNTO）によると、2026年上半期（1～6月）の訪日外客

数は累計約2,108万人となり、中国市場の低迷が主な押し下げ要因になり前年同期比▲2.0％となりました。7

月単月（約344万人、前年同月比+0.1％）では韓国・インドネシア・メキシコなど17市場で7月として過去最高

を記録するなど、市場ごとのばらつきが見られました。

また、観光庁「宿泊旅行統計調査」によると、2026年1月から6月の延べ宿泊者数（全体）は296万人泊（前

年同時期比▲4.7％）、うち日本人の宿泊者数は213万人泊（前年同時期比▲3.0％）うち外国人延べ宿泊者数

は83万人泊（前年同月比▲8.8％）となりました。

本投資法人は、デベロッパー(注1)である霞ヶ関キャピタルをスポンサーとする、日本初のデベロッパー系

ホテル特化型上場リート(注2)です。このような環境のもと、本投資法人は、スポンサーである霞ヶ関キャピ

タルグループ(注3)の開発力・運営力を活用し、国内ホテルマーケットで供給が不足する多人数向けホテルに

日本各地で投資することを通じて、日本の観光立国としての発展に貢献しつつ持続的な成長を図り、投資主価

値の向上を目指しています。

（注1）「デベロッパー」とは、土地若しくは建物又はその両方を取得し、取得した不動産を開発又は再開発することを主たる事業

として行う事業体をいいます。以下同じです。

（注2）「ホテル特化型上場リート」とは、全ての上場不動産投資法人（以下「J-REIT」といいます。）のうち、実際に保有してい

る資産全体におけるホテルの割合（取得価格ベース）が90％を超えるものをいいます（2026年1月末日時点までの各J-REIT

の最新の有価証券報告書、有価証券届出書及び適時開示による公表情報その他開示資料に基づきます。）。また、ホテル特

化型上場リートのうち、デベロッパーをスポンサーとするものを「デベロッパー系ホテル特化型上場リート」と称していま

す。

（注3）「霞ヶ関キャピタルグループ」とは、霞ヶ関キャピタル並びにその子会社及び関連会社からなる企業グループをいいます。

また、「スポンサーグループ」ということがあります。以下同じです。

③　運用状況

本投資法人は、2025年8月14日に取得した15物件（取得価格49,210百万円）の運用を継続しています。本期

末日現在における保有15物件の賃貸可能面積は46,481.92㎡、賃貸面積は46,481.92㎡、稼働率は100.0％でし

た。
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④　資金調達の状況

（エクイティ・ファイナンス）

当期においては、2025年8月12日を払込期日とした公募による新投資口（285,700口）の発行を行い、27,570

百万円の資金を調達しました。その後の新規のエクイティ・ファイナンスはありません。

（デット・ファイナンス）

前期においては、2025年8月14日付で株式会社みずほ銀行をアレンジャーとしたシンジケートローンによ

り、株式会社みずほ銀行、株式会社三菱UFJ銀行、株式会社あおぞら銀行、株式会社東京スター銀行、株式会

社三十三銀行、株式会社関西みらい銀行、株式会社滋賀銀行、株式会社静岡銀行、株式会社第四北越銀行、株

式会社千葉銀行、株式会社中国銀行、株式会社西日本シティ銀行、株式会社山梨中央銀行及び株式会社肥後銀

行から25,069百万円の借入れを行いました。当期においては、2,433百万円の消費税ローンの返済を行いまし

た。また、借入先の拡充を目的として、2026年7月31日に株式会社みずほ銀行、株式会社三菱UFJ銀行、株式会

社千葉銀行、株式会社西日本シティ銀行からの借入金2,136百万円について期限前弁済を実施いたしました。

これに伴う資金に充てるため、同日付で株式会社みずほ銀行、株式会社三菱UFJ銀行、株式会社千葉銀行、株

式会社西日本シティ銀行、株式会社岩手銀行、株式会社七十七銀行から同額の新規借入れを実行しておりま

す。この結果、当期末日（2026年7月31日）時点における借入金残高は22,636百万円となり、総資産のうち借

入金が占める割合（以下「LTV」といいます。）は44.1％となりました。

⑤　格付の状況

2025年12月25日に本投資法人は株式会社日本格付研究所から格付（長期発行体格付「A-」（見通し：安定

的））を新規に取得しました。

　

⑥　業績の概要

当期の業績は、営業収益1,655百万円、営業利益1,105百万円、経常利益840百万円、当期純利益839百万円と

なりました。

分配金については、本投資法人の規約に定める分配の方針に従い、投資法人の税制の特例（租税特別措置法

第67条の15）を適用し、投資口1口当たりの分配金が1円未満となる端数部分を除く当期未処分利益の全額を分

配することとし、この結果、投資口1口当たりの分配金は2,921円となりました。

これに加え、本投資法人は、キャッシュマネジメントの一環として、当期においては、利益を超えた金銭の

分配（以下「利益超過分配」といいます。）を行うこととします。これに基づき減価償却費の25%にほぼ相当

する額である64百万円を利益超過分配として分配することとし、この結果、投資口1口当たりの利益超過分配

金は224円となりました。

（注）  本投資法人は現在の経済環境、不動産市場、不動産投資信託証券市場等の動向若しくは本投資法人の財務状況等を総合的に

　　　　勘案したうえで、戦略的キャッシュマネジメントの手段の一つとしての上記利益超過分配について、健全な財務安定性が維

持される範囲内であると判断し、実施することとしました。

（今後の見通し）

①　運用全般に関する見通し

（A）外部成長戦略

本投資法人は、以下の戦略に基づき、資産規模拡大を目指します。

ⅰ. スポンサーからの物件取得

本資産運用会社は、本投資法人のための資産の運用として、霞ヶ関キャピタル株式会社又は同社のグループ

会社の保有物件（スポンサー又は同社のグループ会社が出資又は開発に関与するファンドの保有物件を含みま

す。）及び受託物件並びにスポンサー又は同社のグループ会社が第三者から売却予定不動産としての情報提供

を受けた物件に関して、安定的かつ継続的な物件の取得機会を確保するものとします。

ⅱ. 物件取得

本資産運用会社は、本投資法人のための資産の運用として、主として中長期的に安定的な運用が見込めるホ

テルを、本資産運用会社の独自の情報収集能力と物件精査能力によって、合理的な価格水準で取得するものと

します。取得にあたっては、長期保有を前提とし、ポートフォリオの質の維持及び向上を図るべく物件精査に

基づく個々の不動産の選別を行うと同時に、資産価値の向上と収益の拡大に結びつくポートフォリオ構築を目

指すこととします。

（B）内部成長戦略

本投資法人は、以下の戦略に基づき、適切な資産のマネジメントを通じて収益の安定性と収益力の向上を目

指し、投資主価値の最大化を目指します。

本資産運用会社は、本投資法人のための資産の運用として、本投資法人が内部成長を達成するため、中長期
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営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益

1口当たり
分配金

（利益超過分配

金を含む）

1口当たり
分配金

（利益超過分配

金は含まない）

1口当たり
利益超過
分配金

百万円 百万円 百万円 百万円 円 円 円

2027年1月期 1,738 1,182 925 924 3,443 3,218 225

2027年7月期 1,688 1,122 846 845 3,167 2,942 225

的な観点からのポートフォリオ価値の最大化を目指した運用を行います。本資産運用会社は、個々の物件につ

いて適切なテナントを選定します（ただし、個々の物件の状況に応じて適切と考えられる場合には、テナント

選定方針及び本資産運用会社の利害関係者取引規程の要件を満たすことを条件に、FHG hotels株式会社（2026

年9月1日に「fav hospitality group株式会社」より商号変更しています。）その他の霞ヶ関キャピタル株式

会社のグループ会社をテナントとする方針です。）とともに、PM会社を選任し、当該PM会社に対して指示及び

監督を行い、主に以下の目標に基づき、個別物件のキャッシュ・フローの最大化を目指すこととします。

・テナントとの信頼関係構築・維持・向上及びテナント営業により、テナント満足度の向上を図り、賃料の

維持及び向上を目指すこととします。

・効率的な管理運営により、不動産管理経費等の削減を目指し、適切な支出のコントロールを行います。

（C）財務戦略

デットファイナンスの方針として、本投資法人は返済期日の分散化、借入期間の長期化、借入金利の低下・

固定化を目指します。LTVの条件については原則として60％を上限とし、平常時においては40～50％を目途と

して運用していきます。

本投資法人は、メガバンク等を中心に分散の効いたレンダーフォーメーションを構築することで、財務基盤

の安定化を図る予定です。

②　決算後に生じた重要な事実

該当事項はありません。

③　運用状況の見通し

2027年1月期（2026年8月1日～2027年1月31日）及び2027年7月期（2027年2月1日～2027年7月31日）における

本投資法人の運用状況につきましては、下記のとおり見込んでおります。

なお、この見通しの前提条件につきましては、下記記載の「2027年1月期（2026年8月1日～2027年1月31日）

及び2027年7月期（2027年2月1日～2027年7月31日）の運用状況の予想の前提条件」をご参照ください。

（注）上記予想数値は一定の条件のもとに算出した現時点のものであり、状況の変化により実際の営業収益、営業利益、経常利益、当期

純利益、1口当たり分配金、1口当たり利益超過分配金は変動する可能性があります。また本予想は分配金の額を保証するものでは

ありません。
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項目 前提条件

計算期間
・2027年1月期（第3期）（2026年8月1日～2027年1月31日）（184日）

・2027年7月期（第4期）（2027年2月1日～2027年7月31日）（181日）

運用資産

・本書の日付現在保有している15物件の不動産信託受益権（以下「保有資産」といいます。）

について、2027年7月期末まで保有し続けること及びそれ以外に新規物件の取得が行われない

ことを前提としています。

・実際には新規物件取得又は保有物件の処分等により変動する可能性があります

営業収益

（単位:百万円）

2027年1月期 2027年7月期

賃貸事業収入合計

固定賃料（最低保証賃料を含む） 1,275 1,275

変動賃料 462 413

・賃貸事業収入は以下のとおり見込んでおります。

・保有資産の賃貸事業収入については、本書の日付現在において効力を有する賃貸借契約、市

場動向、物件の競争力等を勘案して算出しています。

・本投資法人は、保有資産のうちホテル4物件（seven x seven 糸島、FAV LUX 長崎、seven x 

seven 石垣及びFAV LUX 鹿児島天文館。以下「固定賃料物件」といいます。）においては、

ホテルの売上及び収益が安定すると考えている一定の時点までの間、賃料の全額を固定賃料

とする固定賃料期間を設定しています（ただし、固定賃料期間中に安定稼働が実現した場

合、変動賃料（最低保証賃料あり）への切替えを実施する可能性があります。）。上記4物件

全てにおいて、2027年1月期及び2027年7月期は固定賃料期間に該当するため、所定の固定賃

料の金額を用いて賃貸事業収入を算出しています。

・本投資法人は、上記の4物件を除く保有資産（以下「変動賃料物件」といいます。）において

は、賃料収入がホテルの業績に連動する変動賃料（最低保証賃料あり）を設定しています。

当該11物件においては、想定されるホテルの業績の変動要素を勘案して算出した変動賃料の

金額を用いて賃貸事業収入を算出しています。なお、変動賃料は、季節的要因によるホテル

の宿泊需要により影響を受けます。一般的には、年末年始や大型連休などには収益が大きく

なりますが、物件ごとに個別事情もあります。本投資法人の決算期に照らした場合、1月期

（8月～1月）の宿泊需要は総じて7月期（2月～7月）よりも高いことから、本投資法人の賃料

収入も毎年1月期が7月期よりも高くなる傾向にあります。

・上記表において、「固定賃料（最低保証賃料を含む）」の欄には、固定賃料物件における固

定賃料の金額及び変動賃料物件における最低保証賃料の金額の合計を記載しており、「変動

賃料」の欄には、変動賃料物件における変動賃料の金額から最低保証賃料の金額を控除した

金額を記載しています。

・テナントによる賃料の滞納又は不払いがないことを前提としています。

2027年1月期（2026年8月1日～2027年1月31日）及び2027年7月期（2027年2月1日～2027年7月31日）の運用状況の予想の前

提条件
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営業費用

（単位:百万円）

2027年1月期 2027年7月期

賃貸事業費用合計 474 457

維持管理費 84 80

修繕費 11 8

公租公課 72 72

保険料 17 17

減価償却費 261 261

その他費用 26 16

賃貸事業費用以外合計 81 108

資産運用報酬 26 51

・営業費用のうち主たる項目は以下のとおりです。

・主たる営業費用である賃貸事業費用のうち、減価償却費以外の費用については、取得後の実

績に基づき、想定される費用の変動要素を考慮して算出しています。

・減価償却費については、定額法により算出しています。

・一般的に、不動産等の売買に当たっては、固定資産税及び都市計画税等は現所有者と期間按

分による計算を行った上で物件取得時に精算されます。本投資法人においては当該精算金相

当分が取得原価に算入されるため、売買時に当該精算処理を行う物件については、物件の取

得日が属する営業期間には費用計上されません。

・建物の修繕費は、資産運用会社が策定する中長期の修繕計画に基づく見積額を記載していま

す。ただし、予想し難い要因により修繕費が増額又は追加で発生する可能性があることか

ら、予想金額と大きく異なる結果となる可能性があります。

営業外費用

（単位:百万円）

2027年1月期 2027年7月期

営業外費用合計 258 277

支払利息及びその他融資関連費用 235 254

投資法人創立費償却 5 5

新投資口の発行及び投資口の上場

に係る費用
17 17

・営業外費用のうち主たる項目は以下のとおりです。

・支払利息等として、2027年1月期に209百万円、2027年7月期に216百万円を見込んでいます。

有利子負債

・有利子負債総額は、は2027年1月末及び2027年7月期末に22,636百万円を前提としています。

・LTVについては、2027年1月期末及び2027年7月期末に44.1％を見込んでいます。LTVの算出に

当たっては、次の算式を使用し、小数第2位を四捨五入しています。

LTV＝有利子負債総額÷総資産額×100

投資口

・本書の日付現在の発行済投資口数287,300口を前提としています。

・上記の他に2027年1月期末まで新投資口の発行等による投資口数の変動がないことを前提とし

ています。

・1口当たり分配金（利益超過分配金は含まない）及び1口当たり利益超過分配金は、2027年1月

期及び2027年7月期の予想期末発行済投資口数287,300口により算出しています。
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１口当たり分配金

（利益超過分配金は

含まない）

・1口当たり分配金（利益超過分配金は含まない）は、本投資法人の規約に定める金銭の分配の

方針に従い、利益の分配をすることを前提として算出しています。

・運用資産の異動、ホテル賃借人の事業環境の変化又は賃借人の異動等に伴う賃貸事業収入の

変動又は予期せぬ修繕の発生等を含む種々の要因により、1口当たり分配金（利益超過分配金

は含まない）は変動する可能性があります。

１口当たり

利益超過分配金

・1口当たり利益超過分配金は、本投資法人の規約及び本投資法人の資産運用会社である霞ヶ関

リートアドバイザーズ株式会社の社内規程である運用ガイドラインに定める方針に従い算出

しています。具体的には、本投資法人の規約及び当該運用ガイドライン上、本投資法人は、

各期毎に、経済環境、不動産市場、賃貸市場、不動産投資信託証券市場等の動向若しくは本

投資法人による資産取得及び資金調達が1口当たり分配金額に及ぼす影響等を勘案し、本投資

法人が適切と判断した場合、又は本投資法人における法人税等の課税負担を軽減することが

できる場合は、法令等（投資信託協会の規則等を含みます。）に定められる金額を限度とし

て、本投資法人が決定した金額を、利益を超えた金銭（以下「利益超過分配金」といいま

す。）として分配することができるとされています。

・利益超過分配金総額は、2027年1期に64百万円、2027年7月期に64百万円を想定しています。

・本日現在、外部経済環境、不動産市況、本投資法人の財務状況について、大幅に悪化する具

体的なおそれは生じていないことを前提としています。

・ただし、経済環境、不動産市況及び国内ホテル市場等の動向、保有資産の状況その他本投資

法人の財務状況等を踏まえ、本投資法人の判断により利益超過分配金の分配を行わない場合

や、その金額が本日現在想定している金額から大幅に減少する場合もあります。

その他

・法令、税制、会計基準、株式会社東京証券取引所の定める上場規則、一般社団法人資産運用

業協会の定める規則等において、上記の予想数値に影響を与える改正が行われないことを前

提としています。

・一般的な経済動向、不動産市況及びホテル事業の事業環境等に不測の重大な変化が生じない

ことを前提としています。

（2）投資リスク

有価証券届出書（2025年7月9日提出。その後の訂正を含みます。）における「投資リスク」から重要な変更がな

いため開示を省略します。
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（単位：千円）

前期
(2026年1月31日)

当期
(2026年7月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,326,618 1,535,595

信託現金及び信託預金 371,039 106,356

営業未収入金 40,935 57,143

前払費用 67,551 52,702

未収入金 - 58

未収消費税等 2,406,029 -

流動資産合計 4,212,174 1,751,856

固定資産

有形固定資産

工具、器具及び備品 2,700 12,305

減価償却累計額 △39 △546

工具、器具及び備品（純額） 2,660 11,758

信託建物 24,245,250 24,270,001

減価償却累計額 △249,371 △503,289

信託建物（純額） 23,995,878 23,766,712

信託構築物 433,996 436,850

減価償却累計額 △6,020 △12,123

信託構築物（純額） 427,975 424,727

信託土地 25,189,099 25,189,099

有形固定資産合計 49,615,614 49,392,297

無形固定資産

ソフトウエア 9,060 8,080

無形固定資産合計 9,060 8,080

投資その他の資産

長期前払費用 99,026 77,910

繰延税金資産 27 13

差入敷金及び保証金 10,000 10,000

投資その他の資産合計 109,053 87,923

固定資産合計 49,733,728 49,488,300

繰延資産

創立費 43,614 38,381

投資口交付費 88,498 70,798

繰延資産合計 132,113 109,179

資産合計 54,078,015 51,349,337

2．財務諸表

（1）貸借対照表

- 8 -

霞ヶ関ホテルリート投資法人（401A）2026年7月期決算短信



（単位：千円）

前期
(2026年1月31日)

当期
(2026年7月31日)

負債の部

流動負債

営業未払金 65,545 44,670

短期借入金 4,569,700 2,136,000

未払金 46,644 56,559

未払費用 1,137 -

未払法人税等 1,512 684

未払消費税等 - 140,474

前受金 233,778 -

その他 175,035 2,623

流動負債合計 5,093,353 2,381,013

固定負債

長期借入金 20,500,000 20,500,000

固定負債合計 20,500,000 20,500,000

負債合計 25,593,353 22,881,013

純資産の部

投資主資本

出資総額 27,730,050 27,730,050

出資総額控除額 - △101,129

出資総額（純額） 27,730,050 27,628,920

剰余金

当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 754,612 839,403

剰余金合計 754,612 839,403

投資主資本合計 28,484,662 28,468,324

純資産合計 ※１ 28,484,662 ※１ 28,468,324

負債純資産合計 54,078,015 51,349,337
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（単位：千円）

前期
自　2025年4月 1日
至　2026年1月31日

当期
自　2026年2月 1日
至　2026年7月31日

営業収益

賃貸事業収入 ※１ 1,597,744 ※１ 1,655,824

その他賃貸事業収入 - 96

営業収益合計 1,597,744 1,655,920

営業費用

賃貸事業費用 ※１ 348,935 ※１ 453,804

資産運用報酬 23,054 26,816

資産保管・一般事務委託手数料 4,993 7,840

役員報酬 10,000 6,000

その他営業費用 40,807 56,025

営業費用合計 427,791 550,486

営業利益 1,169,952 1,105,434

営業外収益

受取利息 387 1,319

その他 - 25

営業外収益合計 387 1,345

営業外費用

支払利息 181,531 200,088

融資関連費用 206,229 43,616

投資口交付費償却 17,699 17,699

創立費償却 8,722 5,233

営業外費用合計 414,183 266,638

経常利益 756,157 840,140

税引前当期純利益 756,157 840,140

法人税、住民税及び事業税 1,572 885

法人税等調整額 △27 13

法人税等合計 1,545 899

当期純利益 754,612 839,241

前期繰越利益又は前期繰越損失（△） - 162

当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 754,612 839,403

（2）損益計算書
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（単位：千円）

投資主資本

出資総額

出資総額 出資総額控除額
出資総額（純

額）

当期首残高 - - -

当期変動額

新投資口の発行 27,730,050 - 27,730,050

剰余金の配当 - - -

利益超過分配 - - -

当期純利益 - - -

当期変動額合計 27,730,050 - 27,730,050

当期末残高 27,730,050 - 27,730,050

（単位：千円）

投資主資本

純資産合計
剰余金

投資主資本合計当期未処分利益
又は当期未処理

損失（△）
剰余金合計

当期首残高 - - - -

当期変動額

新投資口の発行 - - 27,730,050 27,730,050

剰余金の配当 - - - -

利益超過分配 - - - -

当期純利益 754,612 754,612 754,612 754,612

当期変動額合計 754,612 754,612 28,484,662 28,484,662

当期末残高 754,612 754,612 28,484,662 28,484,662

（3）投資主資本等変動計算書

前期（自　2025年4月1日　至　2026年1月31日）
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（単位：千円）

投資主資本

出資総額

出資総額 出資総額控除額
出資総額（純

額）

当期首残高 27,730,050 - 27,730,050

当期変動額

新投資口の発行 - - -

剰余金の配当 - - -

利益超過分配 - △101,129 △101,129

当期純利益 - - -

当期変動額合計 - △101,129 △101,129

当期末残高 27,730,050 △101,129 27,628,920

（単位：千円）

投資主資本

純資産合計
剰余金

投資主資本合計当期未処分利益
又は当期未処理

損失（△）
剰余金合計

当期首残高 754,612 754,612 28,484,662 28,484,662

当期変動額

新投資口の発行 - - - -

剰余金の配当 △754,449 △754,449 △754,449 △754,449

利益超過分配 - - △101,129 △101,129

当期純利益 839,241 839,241 839,241 839,241

当期変動額合計 84,791 84,791 △16,337 △16,337

当期末残高 839,403 839,403 28,468,324 28,468,324

当期（自　2026年2月1日　至　2026年7月31日）
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前期
自　2025年4月 1日
至　2026年1月31日

当期
自　2026年2月 1日
至　2026年7月31日

Ⅰ　当期未処分利益 754,612,155円 839,403,914

Ⅱ　利益超過分配金加算額

　　出資総額控除額 101,129,600円 64,355,200円

Ⅲ　分配金の額 855,579,400円 903,558,500

　（投資口１口当たり分配金の額） （2,978円） （3,145円）

　　　うち利益分配金 754,449,800円 839,203,300円

（うち１口当たり利益分配金） （2,626円） （2,921円）

　　　うち利益超過分配金 101,129,600円 64,355,200円

（うち１口当たり利益超過分配金） （352円） （224円）

Ⅳ　次期繰越利益 162,355円 200,614円

分配金の額の算出方法 　当期の分配金については、本投資法

人の規約に定める分配の方針に従い、

投資法人の税制の特例（租税特別措置

法第67条の15）を適用し、投資口1口

当たりの分配金が1円未満となる端数

部分を除く当期未処分利益の全額を分

配することとし、この結果、投資口1

口当たりの利益分配金は2,626円とな

りました。

　これに加え、本投資法人は、キャッ

シュマネジメントの一環として、当期

においては、利益超過分配を行うこと

とします。これに基づき減価償却費の

40％ に ほ ぼ 相 当 す る 額 で あ る

101,129,600円を利益超過分配として

分配することとし、この結果、投資口

1口当たりの利益超過分配金は352円と

なりました。

　当期の分配金については、本投資法

人の規約に定める分配の方針に従い、

投資法人の税制の特例（租税特別措置

法第67条の15）を適用し、投資口1口

当たりの分配金が1円未満となる端数

部分を除く当期未処分利益の全額を分

配することとし、この結果、投資口1

口当たりの利益分配金は2,921円とな

りました。

　これに加え、本投資法人は、キャッ

シュマネジメントの一環として、当期

においては、利益超過分配を行うこと

とします。これに基づき減価償却費の

25％ に ほ ぼ 相 当 す る 額 で あ る

64,355,200円を利益超過分配として分

配することとし、この結果、投資口1

口当たりの利益超過分配金は224円と

なりました。

（4）金銭の分配に係る計算書
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（単位：千円）

前期
自　2025年4月 1日
至　2026年1月31日

当期
自　2026年2月 1日
至　2026年7月31日

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 756,157 840,140

減価償却費 256,172 261,506

投資口交付費償却 17,699 17,699

創立費償却 8,722 5,233

受取利息 △387 △1,319

支払利息 181,531 200,088

営業未収入金の増減額（△は増加） △40,935 △16,208

前払費用の増減額（△は増加） △67,551 14,849

未収消費税等の増減額（△は増加） △2,406,029 2,406,029

未払消費税等の増減額（△は減少） - 140,474

長期前払費用の増減額（△は増加） △99,026 21,116

営業未払金の増減額（△は減少） 16,686 16,589

未払金の増減額（△は減少） 43,744 10,590

前受金の増減額（△は減少） 233,778 △233,778

創立費の支払額 △52,337 -

その他 175,035 △172,412

小計 △976,740 3,510,602

利息の受取額 387 1,319

利息の支払額 △180,393 △201,283

法人税等の支払額 △59 △1,714

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,156,806 3,308,922

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 - △6,594

信託有形固定資産の取得による支出 △49,822,187 △68,079

無形固定資産の取得による支出 △6,900 △2,900

差入敷金及び保証金の差入による支出 △10,000 -

投資活動によるキャッシュ・フロー △49,839,087 △77,573

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 4,569,700 2,136,000

短期借入金の返済による支出 - △4,569,700

長期借入れによる収入 20,500,000 -

投資口の発行による収入 27,623,851 -

分配金の支払額 - △853,353

財務活動によるキャッシュ・フロー 52,693,551 △3,287,053

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,697,657 △55,705

現金及び現金同等物の期首残高 - 1,697,657

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 1,697,657 ※１ 1,641,952

（5）キャッシュ・フロー計算書
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（6）継続企業の前提に関する注記

　該当事項はありません。

1．固定資産の減価償却の方法 （１）有形固定資産（信託財産を含む）

定額法を採用しています。

なお、主たる有形固定資産の耐用年数は以下のとおりです。

建物　　　　　　　　 8年～72年

構築物　　　　　　　20年～40年

工具、器具及び備品　 5年～15年

（２）無形固定資産

定額法を採用しています。

なお、主な無形固定資産の耐用年数は以下のとおりです。

ソフトウエア　　　 　5年

（２）長期前払費用

定額法を採用しています。

2．繰延資産の処理方法 （１）創立費

5年間で定額法により償却しています。

（２）投資口交付費

3年間で定額法により償却しています。

3．収益及び費用の計上基準 固定資産税等の処理方法

保有する不動産又は不動産を信託財産とする信託受益権に係る固定資

産税、都市計画税及び償却資産税等については、賦課決定された税額の

うち当該計算期間に対応する額を賃貸事業費用として費用処理する方法

を採用しています。

なお、不動産又は不動産を信託財産とする信託受益権の取得に伴い、

本投資法人が負担すべき取得日を含む年度の固定資産税等相当額につい

ては、費用処理せず、当該不動産等の取得原価に算入しています。不動

産等の取得原価に算入した固定資産税相当額は、前期において49,148千

円、当期は該当はありません。

4．ヘッジ会計の方法 （１）ヘッジ会計の方法

金利スワップについて特例処理を採用しています。

（２）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　金利スワップ取引

ヘッジ対象　借入金金利

（３）ヘッジ方針

本投資法人は財務方針に基づき、投資法人規約に規定するリスク

をヘッジする目的で金利スワップ取引を行っています。

（４）ヘッジの有効性評価の方法

金利スワップは特例処理の要件を満たしているため、有効性の評

価は省略しています。

5．キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)

の範囲

キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手

許現金及び信託現金、随時引き出し可能な預金及び信託預金並びに容易に

換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっています。

（7）重要な会計方針に係る事項に関する注記
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6．その他財務諸表作成のための基

礎となる重要な事項

（１）不動産等を信託財産とする信託受益権に関する会計処理方法

　保有する不動産等を信託財産とする信託受益権については、信

託財産内の全ての資産及び負債勘定並びに信託財産に生じた全て

の収益及び費用勘定について、貸借対照表及び損益計算書の該当

勘定科目に計上しています。

　なお、該当勘定科目に計上した信託財産のうち重要性がある下

記の科目については、貸借対照表において区分掲記しています。

①信託現金及び信託預金

②信託建物、信託構築物、信託土地

（２）控除対象外消費税等の処理方法

　資産の取得に係る控除対象外消費税等は、各資産の取得原価に

算入しています。

前期

（2026年1月31日）

当期

（2026年7月31日）

50,000千円 50,000千円

（単位：千円）

前期

自　2025年4月 1日

至　2026年1月31日

当期

自　2026年2月 1日

至　2026年7月31日

A.不動産賃貸事業収益

賃貸事業収入

賃貸事業収入 1,597,744 1,597,744 1,655,824 1,655,824

その他賃貸事業収入

その他収入 － － 96 96

不動産賃貸事業収益合計 1,597,744 1,597,744 1,655,920 1,655,920

B.不動産賃貸事業費用

賃貸事業費用

管理委託費 69,099 76,662

公租公課 19 71,959

修繕費 1,766 21,085

損害保険料 16,517 17,469

信託報酬 5,671 6,100

減価償却費 255,432 260,526

その他賃貸事業費用 429 348,935 - 453,804

不動産賃貸事業費用合計 348,935 453,804

C.不動産賃貸事業損益（A-B） 1,248,809 1,202,116

前期

自　2025年4月 1日

至　2026年1月31日

当期

自　2026年2月 1日

至　2026年7月31日

発行可能投資口総口数 10,000,000口 10,000,000口

発行済投資口の総口数 287,300口 287,300口

（8）財務諸表に関する注記事項

[貸借対照表に関する注記]

※1．投資信託及び投資法人に関する法律第67条第4項に定める最低純資産額

[損益計算書に関する注記]

※1．不動産賃貸事業損益の内訳

[投資主資本等変動計算書に関する注記]

※1．発行可能投資口総口数及び発行済投資口の総口数
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前期

自　2025年4月 1日

至　2026年1月31日

当期

自　2026年2月 1日

至　2026年7月31日

現金及び預金

信託現金及び信託預金

1,326,618千円

371,039千円

1,535,595千円

106,356千円

現金及び現金同等物 1,697,657千円 1,641,952千円

前期

自　2025年4月 1日

至　2026年1月31日

当期

自　2026年2月 1日

至　2026年7月31日

１年以内 2,550,312 2,550,312

１年超 16,316,327 15,041,171

　合計 18,866,639 17,591,483

[キャッシュ・フロー計算書に関する注記]

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

[リース取引に関する注記]

オペレーティング・リース取引（貸主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：千円）

[金融商品に関する注記]

1．金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針

　本投資法人は、資産の取得又は債務の返済等に充当する資金を、金融機関からの借入れ、投資法人債の発行

又は新投資口の発行により調達しています。

　金融機関からの借入れ又は投資法人債の発行に際しては、金利の動向、資金調達コスト、支払金利の形態

（変動又は固定金利）、借入期間、借入れの返済期日等を考慮し、資金調達を行います。

　借入れを実施する場合、借入先は金融商品取引法第2条第3項第1号に規定する適格機関投資家（ただし、租税

特別措置法第67条の15に規定する機関投資家に限ります。）に限るものとし、無担保・無保証を原則とします

が、調達環境や経済条件等を考慮し本投資法人の資産を担保として提供することがあります。また、資産の取

得又は敷金及び保証金の返還等に係る本投資法人の運用に係る必要資金の機動的な調達を目的として、極度借

入枠設定契約、コミットメントライン契約等の事前の借入枠の設定又は随時の借入れの予約契約を締結するこ

とがあります。

　新投資口の発行は、運用資産の規模の成長と収益性の向上を目的として、LTV、既存投資主の権利の希薄化及

びそれに伴う投資口の取引価格の低下等を勘案し、金融環境を踏まえた上で実施を決定します。

　また、一時的な余剰資金の効率的な運用に資するため、各種の預金等で運用することがあります。

　本投資法人に係る負債から生じる金利変動リスクその他のリスクをヘッジすることを目的としてデリバティ

ブ取引を行うことがありますが、投機的な取引は行いません。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　　借入金は、主に資産の取得資金、債務の返済資金等の調達を目的とします。借入金は、弁済期の到来時に借

　換えを行うことができないリスク、並びに支払金利の上昇リスク等に晒されますが、調達先の分散及び返済期

　日の分散を図るとともに、投資口の発行等バランスの取れた資金調達を検討することにより、リスクの低減を

　図ります。加えて、金利の動向を注視し、LTVの適切なコントロールにより、金利上昇が投資法人の運営に与え

るリスクを管理します。

　また、借入金の一部は変動金利による借入れであるため、支払金利の上昇リスクに晒されていますが、有利

子負債比率を適正な水準に保つこと、及び支払利息の固定化を図るために、デリバティブ取引（金利スワップ

取引）をヘッジ手段として利用することで、支払金利の上昇リスクの低減に努めています。なお、ヘッジの有

効性の評価については、金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、その判定をもって有効性の評価

を省略しています。
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貸借対照表計上額

（千円）

時価

（千円）

差額

（千円）

（1）長期借入金 20,500,000 20,190,118 △309,881

負債計 20,500,000 20,190,118 △309,881

　デリバティブ取引 - - -

貸借対照表計上額

（千円）

時価

（千円）

差額

（千円）

（1）長期借入金 20,500,000 20,054,640 △445,359

負債計 20,500,000 20,054,640 △445,359

　デリバティブ取引 - - -

区分 1年以内
1年超

2年以内

2年超

3年以内

3年超

4年以内

4年超

5年以内
5年超

長期借入金 - - 9,500,000 7,000,000 4,000,000 -

合計 - - 9,500,000 7,000,000 4,000,000 -

区分 1年以内
1年超

2年以内

2年超

3年以内

3年超

4年以内

4年超

5年以内
5年超

長期借入金 - - 9,500,000 7,000,000 4,000,000 -

合計 - - 9,500,000 7,000,000 4,000,000 -

（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　　金融商品の時価については、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれています。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等を

用いた場合、当該価額が異なる場合もあります。

2．金融商品の時価等に関する事項

2026年1月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

なお、「現金及び預金」、「信託現金及び信託預金」、「短期借入金」は、現金及び短期間で決済されるため

時価が帳簿価額に近似するものであることから、注記を省略しています。

2026年7月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

なお、「現金及び預金」、「信託現金及び信託預金」、「短期借入金」は、現金及び短期間で決済されるため

時価が帳簿価額に近似するものであることから、注記を省略しています。

（注1）金融商品の時価の算定方法に関する事項

負債

（1）長期借入金

長期借入金のうち変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、時価は帳簿価額と近似している

と考えられることから、当該帳簿価額によっています。ただし、金利スワップの特例処理の対象とされた変動

金利による長期借入金（後記「デリバティブ取引に関する注記」をご参照ください。）及び固定金利による長

期借入金の時価については、その将来キャッシュ・フローを返済期日までの期間及び信用リスクを加味した利

率で割り引いた現在価値により算定しています。

デリバティブ取引

後記「デリバティブ取引に関する注記」をご参照ください。

（注2）借入金及び投資法人債の決算日（2026年1月31日）後の返済予定額

（単位：千円）

借入金及び投資法人債の決算日（2026年7月31日）後の返済予定額

（単位：千円）
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ヘッジ会計の

方法

デリバティブ取引

の種類等

主なヘッジ

対象

契約額等
時価

当該時価の

算定方法うち1年超

金利スワップの

特例処理

金利スワップ取引

変動受取・固定支払
長期借入金 8,750,000 8,750,000 (注) -

ヘッジ会計の

方法

デリバティブ取引

の種類等

主なヘッジ

対象

契約額等
時価

当該時価の

算定方法うち1年超

金利スワップの

特例処理

金利スワップ取引

変動受取・固定支払
長期借入金 8,750,000 8,7500,000 (注) -

（単位：千円）

前期

自　2025年4月 1日

至　2026年1月31日

当期

自　2026年2月 1日

至　2026年7月31日

貸借対照表計上額

期首残高 - 49,615,614

期中増減額 49,615,614 △223,317

期末残高 49,615,614 49,392,297

期末時価 55,250,000 55,510,000

[有価証券に関する注記]

　該当事項はありません。

[デリバティブ取引に関する注記]

1．ヘッジ会計が適用されていないもの

　該当事項はありません。

2．ヘッジ会計が適用されているもの

前期（2026年1月31日）

（単位：千円）

（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は、当

該長期借入金の時価に含めて記載しています（前記「金融商品に関する注記」金融商品の時価等に関する事項（注）（1）長期借

入金をご参照ください。）。

当期（2026年7月31日）

（単位：千円）

（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は、当

該長期借入金の時価に含めて記載しています（前記「金融商品に関する注記」金融商品の時価等に関する事項（注）（1）長期借

入金をご参照ください。）。

[持分法損益関係に関する注記]

　該当事項はありません。

[資産除去債務に関する注記]

　該当事項はありません。

[賃貸等不動産に関する注記]

本投資法人では、賃貸収益を得ることを目的として、ホテル（主として宿泊施設に供される不動産及びその

付帯施設をいいます。以下同じです。）を所有しています。これら賃貸等不動産の貸借対照表計上額、期中増

減額及び時価は、以下のとおりです。

（注1）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額です。

（注2）賃貸等不動産の増減額のうち、前期の主な増加額は新規15物件の取得（49,210,000千円）、主な減少額は減価償却費（255,432

千円）によるものです。当期の主な減少額は減価償却費（260,526千円）によるものです。

（注3）期末時価は、社外の不動産鑑定士による鑑定評価額を記載しています。

なお、賃貸等不動産に関する損益は、「損益計算書に関する注記」に記載しています。
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顧客との契約から生じる収益（注） 外部顧客への売上高

不動産等の売却 - -

その他 - 1,597,744

顧客との契約から生じる収益（注） 外部顧客への売上高

不動産等の売却 - -

その他 - 1,655,824

[収益認識に関する注記]

1．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前期（自　2025年4月1日　至　2026年1月31日）

（単位：千円）

（注）企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」の対象となる賃貸事業収入等は収益認識会計基準の適用外となるため、

「顧客との契約から生じる収益」には含めておりません。

当期（自　2026年2月1日　至　2026年7月31日）

（単位：千円）

（注）企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」の対象となる賃貸事業収入等は収益認識会計基準の適用外となるため、

「顧客との契約から生じる収益」には含めておりません。

2．当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報

残存履行義務に配分した取引価格

前期（自　2025年4月1日　至　2026年1月31日）

重要な会計方針に係る事項に関する注記に記載のとおりです。

当期（自　2026年2月1日　至　2026年7月31日）

重要な会計方針に係る事項に関する注記に記載のとおりです。
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顧客の名称又は氏名 営業収益 関連するセグメント

FHG hotels株式会社 1,597,740 不動産賃貸事業

顧客の名称又は氏名 営業収益 関連するセグメント

FHG hotels株式会社 1,655,824 不動産賃貸事業

[セグメント情報等に関する注記]

1．セグメント情報

　本投資法人は不動産賃貸事業の単一セグメントであるため、記載を省略しています。

2．関連情報

　前期（自　2025年4月1日　至　2026年1月31日）

（1）製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載

を省略しています。

（2）地域ごとの情報

①営業収益

本邦の外部顧客への営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略しています。

②有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載

を省略しています。

（3）主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）

（注）FHG hotels株式会社は、2026年9月1日付でfav hospitality group株式会社から商号変更を行っております。

　当期（自　2026年2月1日　至　2026年7月31日）

（1）製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載

を省略しています。

（2）地域ごとの情報

①営業収益

本邦の外部顧客への営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略しています。

②有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載

を省略しています。

（3）主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）

（注）FHG hotels株式会社は、2026年9月1日付でfav hospitality group株式会社から商号変更を行っております。
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前期

自　2025年4月 1日

至　2026年1月31日

当期

自　2026年2月 1日

至　2026年7月31日

1口当たり純資産額 99,146円 99,089円

1口当たり当期純利益 4,626円 2,921円

前期

自　2025年4月 1日

至　2026年1月31日

当期

自　2026年2月 1日

至　2026年7月31日

当期純利益（千円） 754,612 839,241

普通投資主に帰属しない金額（千円） -

普通投資口に係る当期純利益（千円） 754,612 839,241

期中平均投資口数（口） 163,123 287,300

[1口当たり情報に関する注記]

（注1）1口当たり当期純利益は、当期純利益を期間の日数による加重平均投資口数で除することにより算定しています。また、潜在投資

口調整後１口当たり当期純利益については、1口当たり当期純利益であり、また、潜在投資口がないため記載していません。

（注2）1口当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。

[重要な後発事象に関する注記]

該当事項はありません。

[開示の省略]

関連当事者との取引、税効果会計、退職給付等に関する注記事項については決算短信における開示の必要性が

大きくないと考えられるため開示を省略しています。
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年月日 摘要
出資総額（千円） 発行済投資口の総口数（口） 備考

増減 残高 増減 残高

2025年4月1日 私募設立 160,000 160,000 1,600 1,600 （注1）

2025年8月12日 公募増資 27,570,050 27,730,050 285,700 287,300 （注2）

2025年4月24日

利益を超える金

銭の分配（出資

の払戻し）

△101,129 27,628,920 - 287,300 （注3）

（9）発行済投資口の総口数の増減

　本投資法人設立から当期末日（2026年7月31日）までの出資総額及び発行済投資口の総口数の増減は、以下の

とおりです。

（注1）本投資法人は、2025年4月1日に設立されました。設立時における投資口の引受けの申込人は、霞ヶ関キャピタル株式会社で

す。

（注2）１口当たり発行価格100,000円（発行価額96,500円）にて、公募により新投資口の発行を行いました。

（注3）2026年3月19日開催の本投資法人役員会において、第1期（2026年1月期）に係る金銭の分配として、1口当たり352円の利益を超

える金銭の分配を行うことを決議し、2026年4月24日よりその支払を開始しました。
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資産の種類 用途 地域 物件数

当期

2026年7月31日現在

保有総額

（百万円）(注1)

対総資産比率

（％）(注2)

信託不動産 ホテル

北海道 1 1,369 2.7

東北 - - -

関東 2 3,295 6.4

中部 2 3,408 6.6

近畿 1 1,743 3.4

中国 2 3,399 6.6

四国 1 1,417 2.8

九州 5 16,056 31.3

沖縄 1 18,702 36.4

小計 49,392 96.2

預金・その他の資産 1,956 3.8

資産合計 51,349 100.0

当期

2026年7月31日現在

金額

（百万円）(注1)

対総資産比率

（％）（注2）

負債総額 22,881 44.6

純資産総額 28,468 55.4

資産総額 51,349 100.0

3．参考情報

（1）運用資産等の価格に関する情報

①投資状況

（注1）「保有総額」は、2026年7月31日現在における貸借対照表（信託不動産については、減価償却後の帳簿価額）によっており、百万円

未満を切り捨てて記載しています。

（注2）「対総資産比率」については、小数第2位以下を四捨五入して記載しています。

（注1）負債総額、純資産総額及び資産総額の各金額は、2026年7月31日現在における貸借対照表計上額によっており、百万円未満を切り捨

てて記載しています。

（注2）「対総資産比率」は、小数第２位以下を四捨五入して記載しています。
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物件

番号
物件名称

取得価格

（百万円）

(注1)

投資比率

（％）

(注2)

鑑定評価額

（百万円）

(注3)

帳簿価格

（百万円）

賃貸面積

（㎡）

(注4)

賃貸可能面積

（㎡）

(注5)

稼働率

（％）

(注6)

取得年月日

(注7)

1 fav 高松 1,410 2.9 1,620 1,417 1,984.69 1,984.69 100.0 2025年8月14日

2 fav 飛騨高山 1,080 2.2 1,520 1,091 1,702.48 1,702.48 100.0 2025年8月14日

3 fav 伊勢 1,740 3.5 2,140 1,743 1,216.00 1,216.00 100.0 2025年8月14日

4 fav 熊本 2,720 5.5 3,020 2,734 2,956.55 2,956.55 100.0 2025年8月14日

5 fav 広島スタジアム 1,360 2.8 1,600 1,372 1,296.25 1,296.25 100.0 2025年8月14日

6 fav 函館 1,360 2.8 1,620 1,369 1,380.15 1,380.15 100.0 2025年8月14日

7 fav 東京西日暮里 1,710 3.5 2,030 1,728 772.40 772.40 100.0 2025年8月14日

8 fav 広島平和大通り 2,010 4.1 2,500 2,026 2,500.33 2,500.33 100.0 2025年8月14日

9 fav 鹿児島中央 1,360 2.8 2,060 1,369 2,226.33 2,226.33 100.0 2025年8月14日

10 fav 東京両国 1,550 3.1 1,720 1,566 729.97 729.97 100.0 2025年8月14日

11 FAV LUX 飛騨高山 2,300 4.7 2,600 2,316 2,907.58 2,907.58 100.0 2025年8月14日

12 seven x seven 糸島 5,230 10.6 5,620 5,241 3,785.33 3,785.33 100.0 2025年8月14日

13 FAV LUX 長崎 3,300 6.7 3,540 3,318 2,552.05 2,552.05 100.0 2025年8月14日

14 seven x seven 石垣 18,700 38.0 20,300 18,702 17,001.39 17,001.39 100.0 2025年8月14日

15 FAV LUX 鹿児島天文館 3,380 6.9 3,620 3,394 3,470.42 3,470.42 100.0 2025年8月14日

合計／平均 49,210 100.0 55,510 49,392 46,481.92 46,481.92 100.0 -

②投資資産

2026年7月31日現在、本投資法人が保有する資産（不動産又は不動産を信託財産とする信託受益権。以下総称

して「保有資産」ということがあります。）は、次のとおりです。

（注1）「取得価格」は、保有資産に係る売買契約に記載された売買代金（消費税及び地方消費税並びに売買手数料等の諸費用を含みません。）

を、百万円未満を切り捨てて記載しています。

（注2）「投資比率」は、取得価格の合計に占める各物件の取得価格の割合を示しています。

（注3）「鑑定評価額」は、一般財団法人日本不動産研究所、シービーアールイー株式会社、大和不動産鑑定株式会社及び株式会社谷澤総合鑑定

所から取得した当該物件に係る不動産鑑定評価書に記載の2026年7月31日を価格時点とする不動産鑑定評価額を記載しています。

（注4）「賃貸面積」は、2026年7月31日時点において効力を有する賃貸借契約書又は当該物件の図面に表示されているものを記載しています。ま

た、賃貸借契約においては、延床面積に含まれない部分が賃貸面積に含まれて表示されている場合があるため、賃貸（可能）面積が延床

面積を上回る場合があります。

（注5）「賃貸可能面積」は、2026年7月31日時点における各保有資産に係る建物の本投資法人が賃貸可能と考える面積を記載しています。

（注6)「稼働率」は、20267月31日時点における稼働率（賃貸可能面積に対して賃貸面積が占める割合）を記載しています。

（注7）「取得年月日」は、保有資産に係る売買契約に記載された各不動産又は信託受益権の取得日を記載しています。

（注8）物件に付随するFF&Eも保有資産に含みます。
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物

件

番

号

物件名称

鑑定評価

機関

(注1)

鑑定

評価額

（百万円）

収益価格

直接還元法

による価格

（百万円）

還元

利回り

（％）

DCF法

による価格

（百万円）

割引率

（％）

最終還元

利回り

（％）

鑑定NOI

（百万円）

(注2)

1 fav 高松 T 1,620 1,650 4.8% 1,600

(1～9年度）

4.9%

(10年度）

5.0%

5.0% 84

2 fav 飛騨高山 C 1,520 1,530 4.9% 1,520 4.7% 5.0% 84

3 fav 伊勢 C 2,140 2,160 4.9% 2,140 4.7% 5.0% 114

4 fav 熊本 T 3,020 3,080 4.8% 2,990

(1～9年度）

4.9%

(10年度以降）

5.0%

5.0% 157

5 fav 広島スタジアム N 1,600 1,610 4.8% 1,590 4.6% 4.9% 83

6 fav 函館 N 1,620 1,630 5.1% 1,610 4.9% 5.2% 88

7 fav 東京西日暮里 D 2,030 2,060 4.1% 2,010 3.9% 4.3% 89

8 fav 広島平和大通り N 2,500 2,510 4.8% 2,480 4.6% 4.9% 130

9 fav 鹿児島中央 T 2,060 2,110 4.8% 2,040

(1～9年度）

4.9%

(10年度以降）

5.0%

5.0% 107

10 fav 東京両国 D 1,720 1,750 4.3% 1,710 4.1% 4.5% 80

11 FAV LUX 飛騨高山 C 2,600 2,630 4.8% 2,600 4.6% 4.9% 139

12 seven x seven 糸島 C 5,620 5,690 4.9% 5,620 4.7% 5.0% 302

13 FAV LUX 長崎 T 3,540 3,640 4.7% 3,500

(1～9年度）

4.8%

(10年度以降）

4.9%

4.9% 180

14 seven x seven 石垣 N 20,300 20,400 4.9% 20,200 4.7% 5.0% 1,041

15
FAV LUX 鹿児島天文

館
T 3,620 3,710 4.7% 3,580

(1～9年度）

4.8%

(10年度以降）

4.9%

4.9% 185

合

計
－ － 55,510 56,160 － 55,190 － － 2,863

③不動産鑑定評価書の概要

本投資法人は、一般財団法人日本不動産研究所、シービーアールイー株式会社、大和不動産鑑定株式会社及び

株式会社谷澤総合鑑定所から、2026年7月31日を価格時点として保有資産に係る不動産鑑定評価書を取得してい

ます。その概要は、以下のとおりです。

不動産鑑定評価書は、一定時点における評価者たる鑑定機関の判断と意見であり、その内容の妥当性、正確性

及び当該鑑定評価額での取引可能性等を保証するものではありません。なお、不動産鑑定評価を行った一般財団

法人日本不動産研究所、シービーアールイー株式会社、大和不動産鑑定株式会社、株式会社谷澤総合鑑定所と本

投資法人及び本資産運用会社との間には、特別の利害関係はありません。

(注1)　「鑑定評価機関」とは、上表においては略号により記載しています。各略号が示す鑑定評価機関は、以下のと
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鑑定評価機関

N 一般財団法人日本不動産研究所

C シービーアールイー株式会社

D 大和不動産鑑定株式会社

T 株式会社谷澤総合鑑定所

不動産等の名称(所在地) 目的 予定期間

工事予定金額

(百万円)

総額 当期支払額 既支払総額

伊勢

三重県伊勢市一之木
畳交換工事

自　2026年8月

至　2026年9月
4 - -

合計 4 - -

不動産等の名称(所在地) 目的 期間 工事金額(百万円)

FL長崎

長崎県長崎市松が枝町
サウナ室改修工事

自　2026年2月

至　2026年2月
3

その他の資本的支出 33

合計 37

おりです。

(注2)　「鑑定NOI」とは、鑑定評価書に記載された運営収益から運営費用を控除した運営純収益（Net Operating 

Income）をいい、減価償却費を控除する前の収益をいいます。鑑定NOIから敷金等の運用益や資本的支出を控除

したNCF（純収益、Net Cash Flow）とは異なります。上記NOIは直接還元法によるNOIです。なお、鑑定NOIは、

百万円未満を切り捨てて記載しています。したがって、各物件の鑑定NOIを足し合わせてもポートフォリオ合計

と一致していない場合があります。

（2）資本的支出の状況

①　資本的支出の予定

保有資産において、現在計画している修繕工事等に伴う資本的支出のうち主要なものについては以下のとおりで

す。なお、下記工事予定金額には、会計上費用に区分される部分が含まれております。

②　期中の資本的支出

保有資産について、当期に行った資本的支出に該当する主な工事の概要は以下のとおりです。当期の資本的支出は

37百万円であり、当期費用に区分された修繕費21百万円と合わせ、58百万円の工事を実施しております。
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